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１．はじめに 

  

自治体の財政状況が悪化している。田辺（2002）によれば、全都道府県、全市町村、特別の全

体の 25.2％が「危機的状態」であると認識しており、60.4％が「困難な状況」であると回答して

いる。「健全であり、特に問題はない」と答えたのは、7.1%にとどまっている。 

 三位一体改革では、「国庫補助負担金を合計 4,7 兆円削減」「地方交付税等を総額 5.1 兆円減額」

「国から地方に概ね 3 兆円の税源移譲」がなされた（西尾 2007）。地方、とりわけ財政力の弱い

市町村は、これまでのように財源を国に依存することは難しくなったと認識を持つようになった

（真渕 2009）（池上 2010）。真渕（2009）が、市町村の財政力を示すとしている財政力指数の 2008

年度平均は、政令指定都市が 0.87%、中核市が 0.84%、特例市が 0.92％、都市が 0.68%、町村が

0.45%となっている。基礎自治体の中で、人口 20 万人以下の都市や町村の財政力は、政令指定都

市や中核市、特例市と比較して財政力が弱い。さらに、人口 1 万人以下の小規模自治体になると

財政力指数の平均は 0.27%（2007 年）となり、人口規模が少ないほど財政力が弱まる傾向にある。

財政の弾力性を示す経常収支比率は、市町村平均で 92％となっている。2008 年度の市町村規模ご

との経常収支比率の平均は、政令指定都市が 95.6%、中核市が 90.7%、特例市が 91.1%、都市が

91.5%、町村が 88.2%となっており、いずれも弾力性が乏しい。つまり、一般的に、人口が少ない

市町村は財政の弾力性が乏しく、財政力も弱い。 

 基礎自治体の財政状況が悪化し、最低限の行政サービスを提供することに自治体の予算のほと

んど費やしている中では、従来のように、最低限の行政サービス以外の文化やスポーツに多くの

予算をかけることは難しくなり、実際に地域の文化事業への補助金が減少し、規模の縮小に追い

込まれるケースも生まれている（白川 2007）。このように自治体の資源が限られる状況下で、ス

ポーツ振興に力を入れてきた自治体が、従来のスポーツ振興を継続するためには、スポーツ振興

が波及効果を生み出すことによって、国や都道府県に加え、地域コミュニティの協力などからの

資源獲得も含めた資源マネジメントを強化していくことが、これまで以上に重要となった。 

  

本研究では、財政力が弱い 5 万人以下の自治体で、ホッケーの振興を積極的に行う 6 つの自治

体（以下：「ホッケーの町」）の、スポーツ振興における地域資源戦略に着目し、そのケーススタ

ディを実施する。本論は、ホッケー振興に関するケーススタディであるが、個別のケーススタデ

ィではなく、条件が同様の複数の自治体を比べることで、小規模自治体のスポーツ振興について、

ある程度の一般性を示すことができると考える。 

ここで、日本国内におけるホッケーの普及について説明する。ホッケーは国体を通じて全国に

普及した（日本ホッケー協会 HP より）。国体開催年の違いはあるものの、各市町村のホッケー振

興のパターンは共通点が多い。国体後も、多くの市町村で、市町村主導のもと、ホッケー振興が

進められた。ホッケーは、マイナー種目であり、かつ、普及強化には専用の人工芝グラウンドが
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必要になるため、ホッケー会場となった市町村に選手人口が集中する場合が多い。市町村と都道

府県は、国体に参加するホッケーチームの維持や、トップチームや選手の育成、国体での高得点

獲得を目的として、ホッケー振興を支えた。いくつかの市町村では、企業がホッケーチームを所

有し、ホッケー振興を側面から支えた。1990 年代以降、自治体のスポーツ振興費が減少し、経済

状況が悪化する中で企業ホッケーチームの休廃部が相次いだ。さらに、市町村の財政状況が悪化

し、従来型のホッケー振興は成立しにくくなった。一方で、こうした状況下でも、「ホッケーの町」

は、ホッケー振興を継続し、選手人口を維持し、競争力を保持している。こうした「ホッケーの

町」では、限られた資源の中でホッケー振興を継続するために、国や都道府県、地域コミュニテ

ィ（町内会、自治会、婦人会、商店街、地域企業、地域住民）からの資源（以下：「地域資源」）

の獲得が意図的に行われている。 

 

2．地域資源戦略とスポーツ振興の波及効果 

 

2-1．地域資源戦略 

 分析に入る前に、言葉の定義を行う。まず、市町村のスポーツ振興のための資源戦略（以下：「地

域資源戦略」）とは何か、説明を行う。まず、資源戦略とは何か、であるが、本論では榊原（2002）

に従って、「独自能力としての経営資源をいかに獲得、蓄積、配分するかの意思決定である」の定

義を参考にする。「地域資源戦略」の目的は、以下で説明する「波及効果」を生み出すこととし、

自治体の意思決定主体として市町村の首長と議会を想定する。その上で、本論における「地域資

源戦略」とは、“波及効果を生み出すために、限りある資源の中で、地域資源をいかに獲得、蓄積、

配分するかの、自治体の首長・議会の意思決定である”と言える。 

 戦略論は、組織論と並んで経営学を構成する学問分野であり（榊原 2002）、これまで主に企業

を対象とした研究で発展してきた。近年、自治体経営を対象とした戦略を冠する書籍が増え、具

体的にニューパブリックマネジメント（NPM）の実践として政策執行における戦略的考え方が紹

介されている（例えば、大住 2005）。しかし、小規模自治体を対象とした研究では、依然、なじ

みが薄いテーマである。一方で、市町村では、スポーツ振興に対する予算が縮小している1。小規

模自治体にはプロスポーツクラブなどの民間のスポーツ組織もほとんど立地しない2。多くの小規

模自治体でスポーツ振興を行うためには、依然、市町村の役割が重要であり、そのためには、高

い波及効果を継続的に生み出すという目的を達成するために、地域資源を戦略的に獲得していく

という小規模自治体の地域資源戦略が求められる。 

                                                   
1文部科学省の地方教育費調査によれば、自治体の社会教育費の「体育施設費」の合計は、 8525 億円（1997 年）から 4997 億

（2006 年）に減少している。同じく「教育委員会が行った社会教育活動費」の支出は、1906 億円（1997 年）から 1299 億円（2006

年）に減少している。なお、自治体の体育施設費以外のスポーツ振興費は「教育委員会が行った社会教育活動費」に計上され

ている（文部科学省地方教育費調査の担当部署へのヒアリングより）。 
2 プロ野球、Jリーグ（J1,J2）、Bｊリーグ所属の 60チームの中で、政令指定都市と都道府県庁所在都市に立地する

チームは 88％（53チーム）、小規模自治体に立地するチームは無い。企業スポーツの中で、過去 5年間の都市対抗野

球大会出場チーム、日本ラグビートップリーグ、日本バスケットボールリーグ、バスケット女子日本リーグ、Vリー

グ所属の 90チームの中で、政令指定都市と都道府県庁所在都市に立地するチームは 43％（39チーム）、小規模自治

体に立地するチームは 4％（4チーム）である。プロスポーツチームや企業チームは、立地都市以外もフランチャイズ

やホームタウンとして含んではいるが、大都市圏や地方の中核都市から離れた場所に立地している小規模都市ではそ

の恩恵も受けにくいと考えられる。これらのクラブは、地域コミュニティ活動（松橋 2007）を通して、周辺地域のス

ポーツ振興に積極的に貢献している。スポーツ NPOが担い手と期待されている総合型地域スポーツクラブは、スポ

ーツ振興と地域活性化を同時に促進するものと期待されているが、小規模自治体にはあまり設置されていない（黒須

2008） 
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 地域資源戦略の対象となる活動は、「地域資源」の獲得活動である。以下、本調査を通じて確認

された、各資源の獲得活動によって得られる資源をまとめた。 

①「地域コミュニティ」による指導ボランティア 

小学校のクラブ活動や中学校の部活動の指導をサポートする地域住民。地域住民の中

には高校や大学までホッケーを競技として継続した人が多くいる。学校にホッケーの競

技経験がある教員がいない場合は、地域住民の指導者ボランティアの役割が重要になる。 

②「地域コミュニティ」による大会ボランティア 

ボランティアとして、大会運営スタッフや審判を担当する地域住民。「ホッケーの町」

では、他県からチームを招待する大会が毎年実施され、定期的に、1000 人程度の関係者

が来町する大きな全国大会（インターハイなど）が開催される。 

③「地域コミュニティ」による遠征費への寄附金 

全国大会の開催に対する「地域コミュニティ」からの協賛金。 

④「地域コミュニティ」による大会協賛金 

小学生や中学生が全国大会に参加するための遠征費に対する「地域コミュニティ」か

らの寄付金。 

 

 「地域資源」に含まないが、市町村内の地区が独自にホッケーイベントを開催する取り組みや、

ホッケー関係者が独自に人工芝グラウンドを設置する取り組みがあるが、本稿では分析に含めな

い。 ホッケーは局地的に発達した種目である。小学校のクラブ活動や中学校の部活動の指導に

は教員と共に、ホッケーの競技経験がある地域住民の関与が必要になる。各市町村からは、毎年、

全国大会に複数チームが出場するため遠征費への寄附も必要となる場合がある。そして、「ホッケ

ーの町」では少なくとも 5 年に 1 度、ホッケーの全国大会が開催される。それゆえ、大会の開催・

運営を支える大会ボランティアや協賛金の獲得が不可欠となる。 

 

2-2．スポーツ振興の波及効果 

 次に、市町村のスポーツ振興の波及効果についてである。スポーツ振興の波及効果について、

一義的な定義は無い。国土庁（1997 年）によれば、以下の 6 つがスポーツ振興の成果として期待

できるとしている。 

① 地域コミュニティ形成効果 

地域の様々な主体が参加する活動を通じて継続性のあるコミュニティを形成 

② 地域アイデンティティ醸成効果 

地域の歴史や人的資源等と結びつけることにより、地域の特色や地域の個性を形成 

③ 人材育成効果 

活動に参加する人、支援する人、指導する人等様々な役割を担う人材を必要とし、結果とし

て地域リーダーの育成・発掘等を促進 

④ 地域情報発信効果 

個性的な活動の内容が情報として各種のメディアに乗りやすい 

⑤ 交流効果 

共通テーマで活動している地域の人々との交流を促進 

⑥ 経済的効果 



4/16 

 

各種イベントの開催等により、観光、特産品づくり、物品販売等の産業活動を誘発 

 

これらの項目の中で、それが高まることによって他の活動にも強い波及効果を及ぼす可能性が

ある項目は、①②③であると考えられ、実際の「ホッケーの町」へのインタビュー調査やアンケ

ート調査からも①②③が、ホッケー振興の成果として重視されていることが明らかとなった。一

方で、①②③の項目は、定量的な把握が難しく、その評価も難しい。そのため、本論では①の代

替変数となり定量的把握が可能な指標研究が行われているソーシャルキャピタルに着目し、ソー

シャルキャピタルを醸成することを本論のスポーツ振興の波及効果とする。ソーシャルキャピタ

ルは③への波及効果が先行研究から示されており、②にも影響を与えると考えられる。 

ソーシャルキャピタルとは人々のつながり（社会ネットワーク）やそれが生み出す信頼や互酬

性の規範といった不可視な諸資源を総称する“傘の概念”（Umbrella Concept）で、1980 年代後半

から政治学や社会学、経済学をはじめとする学術の各分野で注目されてきた（宮垣・浦野 2009）。

知られた定義として政治学者の Putnam（2000）は、社会学者の Bourdieu（1986）や Coleman（1988、

1990）のような社会的地位獲得へ向けた諸個人の行動背景についてではなく、社会全体の民主主

義を高める鍵としてソーシャルキャピタルを捉え、「人々の協働行動を活発にすることによって社

会の効率性を改善できる、信頼、互酬性の社会規範、ネットワークといった社会組織の特徴」と

説明した。本稿では、このパットナムの定義に準拠してソーシャルキャピタルを考えることにす

る。近年、ソーシャルキャピタルを取り巻く研究として、まちづくりや健康、犯罪などの個々の

社会問題に対して一定の効果を持つという実証研究が増加しており（金子他 2008）、政策的にも

注目される概念となっている。 

 われわれは、全 50 市町村を対象としたアンケート調査や WEB 調査を通じて、市町村ごとに、

市町村のホッケー振興の実態とその変化、競技人口、競争力を把握し「ホッケーの町」の位置づ

けを把握する。同時に、市町村ごとに都道府県から獲得している資源について把握する。次に、

「ホッケーの町」の関係者へのインタビュー調査を通して「ホッケーの町」の「地域資源戦略」

の実態とその形成プロセスを把握する。さらに、地域資源戦略の度合いが、波及効果に影響を与

えているか検証を行った。 

 

3．先行研究 

 

 自治体の地域資源戦略に関して、自治体のスポーツ資源の不足は、これまでも指摘されてきた。

地域住民の運営参画を想定する総合型地域スポーツクラブの設置促進は、資源マネジメントの視

点から捉えると、資源として住民の協力を想定したものであり、スポーツ施設への指定管理者制

度の導入は、資源としてスポーツ NPO やフィットネス企業などの参入を想定したものである。こ

れらを対象とした研究や事例紹介は多く行われている。しかし、スポーツ資源の不足が叫ばれる

中で、スポーツ資源を、どう集め、使うか、ないしはどう増やすかとした視点からの市町村レベ

ルの研究は国内においてはほとんど無い。例えば、総合型地域スポーツクラブの普及に際する自

治体の支援方法と、住民の運営参画の度合いに関する実証研究は無い。 ソーシャルキャピタル

を取り巻く研究として、これまでのスポーツ組織や政策に関するソーシャルキャピタルの研究の

多くは、スポーツ活動に既存のソーシャルキャピタルがどのような影響を与えたか、ないしは、

スポーツ活動がソーシャルキャピタル醸成に与えある影響に関する定性的研究や論説が多かった。
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（中西 2005）（coalter,2007）（Nicholson・Hoye,2008）（Nicholson・Hoye,2009）。定性的な研究では、

「2-2．スポーツ振興の波及効果」で述べたまちづくりや犯罪、保健活動に対するソーシャルキャ

ピタルの影響の分析のように、スポーツ振興がソーシャルキャピタルに効果を持つかどうか比較

や評価が難しい。こうした中で、本稿では、「ホッケーの町」のソーシャルキャピタルを定量的に

把握し、地域資源戦略との関係の検証を行った。 

 

4．調査方法 

 

 本研究では、全 50 市町村に対するアンケート調査、6 つの「ホッケーの町」に対してインタビ

ュー調査、アンケート調査を実施し、市町村のホッケー振興の実態、市町村が獲得している都道

府県の資源と「地域資源」、ソーシャルキャピタルの把握を行った。各調査と実態を把握した項目

の一覧は、表 1 に要約されている。なお、市町村のホッケー振興の各項目は、本稿に至る調査の

中で確認された、ホッケー振興のために市町村が共通して用意、支出している項目である。この

他に、市町村が負担する資源としてホッケー道具やユニフォーム、ゴールポストの支給があるが、

協会助成金で購入する自治体もあるためここでは含めなかった。 

4-1．地域資源戦略の実態の把握方法 

 アンケート調査は、事前に各市町村の担当者を電話で確認し、ホッケーの競技選手がいると確

認できた 46 の市町村に調査表を郵送で配布し、設問ごとに当該活動の担当者に回答してもらうよ

うに依頼した。調査表配布は 2009 年 4 月に実施した。38（83％）の有効回答が得られた。 

 インタビュー調査は、6 つの「ホッケーの町」、すなわち、岩手県岩手町、富山県小矢部市、福

井県越前町（旧朝日町）、山梨県南アルプス市（旧白根町）、滋賀県米原市（旧伊吹町）、島根県奥

出雲町（旧横田町、仁多町）を対象とした。4 つの「ホッケーの町」は平成の大合併を経ている。

合併を経た市町村の人口基準は旧市町村の数字を参考にしている。岩手町、小矢部市、越前町、

奥出雲町は、直接現地に伺い、ホッケーグラウンドや大会の様子を観察すると共に、国体開催以

降ホッケー振興に深く携わった関係者や、自治体でホッケー振興を担当している職員にインタビ

ュー調査を実施した。岩手町は 3 回訪れ計 12 名、小矢部市では 4 名、越前町では 2 名、奥出雲で

は 5 名にインタビュー調査を実施した。時間はそれぞれ 1 時間から 2 時間程度である。インタビ

ュー調査では、自治体のホッケー振興の経緯、「地域資源」の獲得実態や発展経緯について詳細な

実態把握を行った。米原市、南アルプス市に対しては、自治体のホッケー協会関係者に電話を通

じてインタビュー調査を 3 回実施し、市町村のホッケー振興、都道府県からの資源獲得の実態、

「地域資源」の獲得実態の詳細について調査した。時間はそれぞれ 20 分程度である。この他、薩

摩川内市に対して電話にてインタビュー調査を実施した。インタビュー調査は、2008 年 10 月か

ら 2009 年 10 月に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

/16 
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表 1 各調査の調査内容 

項目 資源の種類
具体的内容

調査手法 調査対象

人的資源 ホッケーを指導する体育指導員 アンケート 全

物的資源
グラウンドの有無（所有者）、グラウンドの
形態

アンケート 全

市町村の施設の管理維持費 アンケート 全

市町村のホッケー協会運営費の補助費 アンケート 全

市町村の遠征費補助費 アンケート 全

都道府県の強化費（補助金） インタビュー ホッケーの町

指導ボランティア アンケート 全

大会運営／審判ボランティア インタビュー ホッケーの町

大会協賛金 インタビュー ホッケーの町

遠征費補助費 インタビュー ホッケーの町

アンケート ホッケーの町ソーシャルキャピタル

金銭的資源

市町村と都道府
県の資源

「地域コミュニティ」
からの資源

人的資源

金銭的資源

 

 

4-2．ソーシャルキャピタルの把握方法 

 ソーシャルキャピタルを把握するためのアンケート調査は「ホッケーの町」のホッケー振興に

携わる関係者約 60 名に対して実施した。調査表の配布は、市町村のホッケー協会に依頼した。6

つの「ホッケーの町」の中で調査が可能であった 4 つの自治体に対して実施した。4 つの自治体

での回収率は、それぞれの回収率は 37%、43％、48％、48%であった。アンケート調査は 2009

年 12 月に実施した。 

ソーシャルキャピタルを把握するために用いた指標を説明する。本稿では、Putnam(1993,2000)、

イギリスでのソーシャルキャピタルの把握研究（Harper2002）を参考に、内閣府が 2003 年に、各

都道府県のソーシャルキャピタルを把握するために用いた指標作成の枠組みに準拠し、「ホッケー

の町」のソーシャルキャピタルを把握するための指標を表 2 の通り設定した。 

内閣府（2003）の調査では、都道府県単位のソーシャルキャピタルを明らかにしようとしたの

に対して、本調査では市町村ごとのソーシャルキャピタルの測定を試みた。社会参加の項目を内

閣府の調査項目に比べて細かく設定した理由は、地域の地縁活動や互酬性の規範の度合いをより

正確に把握しようと考えたためである。 

 回答の選択肢として“強くそう思う”“そう思う”“あまりそう思わない”“全くそう思わない”の 4

段階と“わからない”を選択肢として設け、把握を試みた。本稿ではソーシャルキャピタルの調査

結果を指数化し分析に用いる。その説明は第 8 節で行う。 
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表 2 ソーシャルキャピタルを把握するための指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．「ホッケーの町」の位置づけ   

 

 「ホッケーの町」の地域資源戦略の具体的分析に入る前に、スポーツ振興法制定後ホッケー会

場となった市町村における、「ホッケーの町」の位置づけとその特徴を説明する。表 3 は、アンケ

ート調査に回答のあった 38 市町村の現人口、合併以前の旧市町村名、旧市町村の人口、国体開催

年、競技人口、1989 年以降の成績を表している。「ホッケーの町」は市町村名の前に“○”を付けた。

競技人口はアンケート調査を通じて把握した。小学生、中学生、高校生、成年、ママさんのホッ

ケー選手の人数を加算したものである。1989 年以降の成績は、“全日本中学生ホッケー選手権大

会”“全国高等学校ホッケー選手権大会”の 2 大会の優勝校数、準優勝校数を表している3。「ホッケ

ーの町」は、①現在、もしくは平成の大合併以前に人口が 5 万人以下②競技人口が 300 人以上③

優勝回数が 5 回以上の条件を満たす市町村とし、具体的な調査を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
3 1989年以降にした理由は、各大会の優勝・準優勝チームを多く輩出している自治体は 1988年以前に国体を開催し

た市町村であるためである。なお、ここでは、ホッケー少年団の全国大会の結果を扱わない。その理由は、ホッケー

少年団の全国大会は希望すればどのチームでも参加できるためである。岩手町のように町からの遠征費補助の関係で

町内予選を勝ち残った 1チームが参加する市町村もあれば、開催地に近いことで複数のチームが参加する市町村もあ

る。 

構成要素 本調査アンケートでの調査項目
自分は近所づきあいをしている人数は多い方だと思
う。
互いに相談したり日用品の貸し借りをする等、よい
近所づきあいがある。

自分は近所づきあいをしている人数は多い方だと思

互いに相談したり日用品の貸し借りをする等、よい
近所づきあいがある。
自治会・町内会の活動が盛んだと感じる。

消防団や青年団の活動が盛んだと感じる。

婦人会や保健推進員、母子保健推進員の活動
が盛んだと感じる。
地域のお祭りや運動会に多くの住民が参加する。

“お互い様の精神”で、住民は地域の仕事の役割
分担をしている。
ゴミの分別は、地域の人がルールを守ってしっかり行
われていると感じる。
スポーツ少年団やスポーツサークルの活動で多くの人
が協力していると感じる。

ボランティア活動が盛んだと感じる。

社会参加(互酬性の規範)

信頼（社会的信頼）

つきあい、交流（ネットワーク）
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表 3 38 市町村の実態とホッケーの普及と競技力の実態 

優勝 準優勝

（人） （人） （年） (人) （回） （回）

栃木県日光市 90641 今市市 61998 1980 551 2 6

○福井県越前町 23221 朝日町 9903 1968 520 7 4

○滋賀県米原市 40581 伊吹町 5824 1981 390 14 16

○山梨県南アルプス市 72284 白根町 19274 1986 385 5 2

岐阜県各務原市 145137 1965 360 13 9

○岩手県岩手町 15998 1970 360 18 9

○島根県奥出雲町 14,828 仁多町、横田町 (注1) 1982 354 15 8

○富山県小矢部市 32219 1958:2000 337 10 16

愛知県名古屋市 2249315 1994 320 0 0

岡山県赤磐市 45173 2005 280 0 0

山形県川西町 17780 1992 274 0 5

埼玉県飯能市 83320 1977:2004 267 0 2

千葉県いすみ市 42442 大原町 20518 1973:2010 255 0 0

新潟県新潟市 811775 巻町 29039 1964;2009 232 0 0

鹿児島県薩摩川内市 99065 樋脇町 7849 1972 230 1 6

茨城県東海村 36738 1974 183 0 0

宮城県栗原市 76325 一迫町、築館町 24338 2001 165 2 2

京都府京丹波町 16072 丹波町、瑞穂町 13947 1988 160 5 8

福島県棚倉町 15291 1995 160 1 0

青森県三沢市 42303 1977 159 0 0

大分県玖珠町 17380 2008 155 0 0

石川県志賀町 22499 富来町 9073 1991 150 0 0

岡山県岡山市 702512 瀬戸町 14843 2005 150 0 0

長野県駒ヶ根市 34257 1978 148 0 0

静岡県清水町 32201 2003 130 0 0

兵庫県篠山市 45489 2006 130 0 0

秋田県羽後町 17240 2007 116 0 0

群馬県みなかみ町 21693 月夜野町 10891 1983 113 0 0

熊本県小国町 8033 1999 100 1 3

佐賀県伊万里市 58300 1976 90 0 0

鳥取県八頭町 18758 群家町 10378 1985 85 0 0

奈良県天理市 69627 1984 80 16 15

徳島県阿南市 76257 1993 80 0 0

福岡県北九州市 981200 1990 76 0 0

長崎県川棚町 14696 1969 55 0 0

沖縄県今帰仁村 9370 1987 55 0 0

静岡県長泉町 39869 2003 20 0 0

和歌山県有田市 32201 1971 15 0 0

現市町村名 現人口
合併以前

の旧市町村名
旧人口

国体
開催年

競技
人口

1989年以降の成績

 

  

次に「ホッケーの町」における自治体のホッケー振興を説明する。以降は、人口 5 万人以下の

小規模自治体に対象を絞り分析を進める。表 4 は、アンケート調査で把握した小規模自治体の市

町村と都道府県のホッケー振興のための資源を競技人口のタイプごとに分けて表示している。競

技人口によるタイプ分けは 300 人以上をタイプ A、150 人以上、300 人未満をタイプ B、150 人未

満をタイプ C とした。タイプ A を構成する市町村は 6 つの「ホッケーの町」である。タイプ分け

の基準に競技人口を用いた理由は、市町村と都道府県のホッケー振興の度合いに対して、競技人
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口が最も影響を与えていると考えたためである。タイプに分けた理由は、各市町村のホッケー振

興の資源に、一定のパターンがあるはずだという仮説の下で、そのパターンを同定することで、

特定の市町村の分析と比較して、「ホッケーの町」の特徴に関して、より一般性のある分析を試

みるためである． 

表 4 小規模自治体におけるホッケー振興の資源 

人的資源 金銭的資源

天然芝

都道府
県立

市町村
立

市町村
立

単位 人 個 個 個 円／年 円／年 円／年 円／年

越前町 0 1 1 0 3800000 2000000 4000000 9800000 ↓
米原市 3 1 0 0 2000000 0 2140000 4140000 ↓
南アルプス市 0 1 0 1 - 200000 2000000 17200000 ↓
岩手町 5 0 1 1 2000000 1000000 10000000 13000000

奥出雲町 1 1 1 0 700000 720000 2300000 3720000 →
小矢部市 1 0 1 0 2000000 100000 4000000 6100000 ↓

タイプA平均 1.67 0.67 0.67 0.33 2100000 670000 4073333 8993333
赤磐市 0 0 1 0 1000000 93000 0 1093000 ↓

川西町 3 0 0 1 8000000 283500 0 8283500 ↓
いすみ市 1 0 1 0 1500000 50000 552270 2102270 ↑
新潟市 1 0 1 0 1500000 350000 0 1850000 ↓
薩摩川内市 3 0 1 0 1000000 0 2850000 3850000 ↓

東海村 - 1 0 0 0 125000 0 125000 -
栗原市 2 0 2 0 1000000 105000 500000 1605000 ↓
京丹波町 2 0 1 0 1000000 0 200000 1200000 →
棚倉町 0 1 1 0 500000 3000000 0 3500000 ↓
三沢市 - 0 0 1 - 35000 0 35000 →
玖珠町 1 0 1 0 3000000 200000 140000 3340000 ↑
志賀町 0 0 1 0 2870000 0 240000 3110000 ↓
岡山市 0 0 1 0 2000000 15000 0 2015000

タイプB平均 1.18 0.15 0.85 0.15 1947500 327423 344790 2469905
駒ヶ根市 0 0 0 0 0 0 0 0 ↓
清水町 0 0 1 0 - 40000 0 40000 ↓
篠山市 2 0 1 0 - 100000 2408000 2508000 ↑
羽後町 0 0 1 0 1000000 200000 2350000 3550000 ↓
みなかみ町 0 0 0 1 6000000 70000 0 6070000 ↓

小国町 0 0 1 0 600000 0 800000 1400000 ↓
八頭町 1 1 0 1 15000 90000 700000 805000 ↓
川棚町 0 0 0 0 0 0 15000 15000 →
今帰仁村 0 0 0 1 - 0 1105500 1105500 ↑
長泉町 0 0 1 0 - 0 70000 70000 →
有田市 2 0 0 0 0 0 0 0 -
タイプC平均 0.45 0.09 0.45 0.27 1087857 45455 677136 1414864
A-B 0.299 0.031 0.253 0.234 0.424 0.195 0.015 0.015
A-C 0.199 0.041 0.438 0.816 0.322 0.100 0.040 0.017
B-C 0.108 0.653 0.089 0.505 0.420 0.235 0.359 0.217

タ
イ
プ
Ａ

タ
イ
プ
B

タ
イ
プ
C

タイプごと
の平均値
の有意差

自治体名

物的資源 金銭的資源

体育指導員

人工芝 ①グラウンド
管理維持費

②基礎自治
体の協会助

成金

③基礎自治体
の遠征費補助

費

①②③
の合計

①②③
の5年前
からの増

減

 

  

表 4 とインタビュー調査の結果から、「ホッケーの町」の自治体のホッケー振興のための資源を

分析した場合、以下のことが言えよう。 

 タイプ A（「ホッケーの町」）は、ホッケー場やその運営、強化費のための資源を都道府県から

獲得している。タイプ A は、都道府県立のグラウンド施設が多くある。インタビュー調査から、

この背景には、これらの市町村出身の選手やチームが国体で活躍していることが一因として挙げ

られる。都道府県の強化費の多くは、国体に出場する高校や青年チームの国体参加や練習試合実
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施のための遠征費となる。小矢部市や岩手町、奥出雲町では年間 700 万円から 1000 万円程度が強

化費として市町村のチームに支給されている。実際、「ホッケーの町」のある都道府県の種目別強

化費で、ホッケーの強化費は最も高い場合が多い。国体においてホッケーはマイナー種目である

ものの高得点が期待できる団体種目であり重点的な強化が得点に結びつきやすい。 

 市町村のホッケー振興のための金銭的資源を見ると、グラウンドの管理維持費と協会助成金は、

平均値の有意な差は認められない。一方、遠征費補助は、タイプ A とタイプ B、タイプ C 間で有

意な差が認められる。 

 遠征費補助は、具体的な補助費用額に加えて、補助対象世代、遠征費総額に対する補助の割合

をアンケート調査で把握した。補助の対象や金額は市町村によって異なり、補助が無い市町村は

11 ある（37%）。大会に参加した全選手の半額の旅費を補助する市町村もあれば、大会登録メン

バーの旅費を全額補助する市町村もある。タイプ A の遠征費補助が高額である理由は、①遠征費

補助制度が有り、②競技力が高く、多くのチームが全国大会に出場するためである。岩手町の遠

征費補助が非常に高額である理由は、上記 2 つの理由に加えて、町が全国大会の会場まで遠いと

ころに立地していること、補助対象となる年代が広いことが挙げられる。しかし、後述する通り、

岩手町では市町村からの遠征費補助を受けても選手やその家族に大きな金銭的負担がかかるため、

「地域コミュニティ」の寄附によって、遠征費補助が行われている。 

 遠征費補助は、ホッケーに取り組む住民（特に小学生、中学生）の金銭的負担を軽減し、住民

のホッケー活動を支える必要経費である側面が強い。実際、合併によって遠征費補助が３分の１

に減少し、それを補う地域コミュニティの支援が十分に無かった薩摩川内市（旧樋脇村）では選

手人口が急減している4。 

 ところで、市町村の金銭的資源の 5 年前からの増減に着目すると、多くの市町村で減少傾向に

ある。金銭的資源の①グラウンド管理維持費②基礎自治体の協会助成金③基礎自治体の遠征費補

助費の全てに回答があった市町村の中で、増加している市町村は、2008 年に国体が行われた大分

県玖珠町と、2010 年に国体が行われる千葉県だけであり、変化が無いのは、「ホッケーの町」の

中で最も資金的資源の金額が小さい奥出雲町だけである。本論、冒頭で指摘した財政状況の悪化

を受けて、全体的に市町村の金銭的資源は減少傾向にあると言える。 

 表 5 は、アンケート調査で把握した各市町村で行われる広域大会とその参加者の合計数を表し

ている。広域大会とは、他都道府県のチームが参加する大会のことである。広域大会開催は、市

町村や都道府県のホッケー振興の資源には該当しないが、ホッケー振興として重要な役割を果た

す。タイプ間で、開催状況と参加者数の違いを分析する。表 5 が示す通り、タイプ A とタイプ B、

タイプ C の間には、広域大会の開催数と参加者数において有意な差が認められる。広域大会開催

を支える市町村の協会助成金は、表○の通り、タイプ間に有意な差が無い。インタビュー調査か

ら「ホッケーの町」では、多くの運営、審判ボランティアが広域大会の開催を支え、地域の商店

街や商店、企業が協賛金として、大会開催費を支援している。 

以上、第 5 節では、市町村と都道府県の資源をタイプごとに分析した。「ホッケーの町」は他の

市町村に比べ、都道府県から資源を獲得している点と、遠征費補助の金額で差がある。「ホッケー

の町」では、市町村と都道府県が重要な役割を担っている。しかし、その役割は限定的であり、

近年の予算減少傾向から、その役割が縮小し、小規模自治体の財政状況の悪化から、今後も縮小

していくことが予想される。こうした中、「ホッケーの町」で活発に行われている「地域資源」の

                                                   
4 薩摩川内市樋脇支所の担当者へのヒアリング調査から 
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獲得が重要な役割を持つ。 

 

 表 5 各小規模自治体の広域大会の実施状況と 

指導ボランティアの人数 

 

6．地域コミュニティによるホッケ

ー振興活動 

 

 「地域資源」の獲得活動で得ら

れる資源として、指導ボランティ

ア、大会ボランティア、大会協賛、

遠征費寄付の 4 つを扱う。表 5 の

指導ボランティア数は、アンケー

ト調査で把握した、小規模自治体

の小学校と中学校のホッケーのク

ラブ活動／部活動に対する指導者

ボランティアの人数を、タイプ別

に表示している。 

 指導ボランティアは、23（77%）

の自治体に存在し、競技人口の関

わらず、多くの市町村に指導ボラ

ンティアが存在する。背景として、

ホッケーがマイナー種目であり、

その専門的な指導には、ホッケー

の競技経験のある地域住民の協力

が必要であることが指摘できる。

競技人口と指導ボランティア数に

は相関関係（=0.50）が見られ、タ

イプ A とタイプ B,タイプ C の間に

は指導ボランティア数に違いに有

意な差が認められる。 

 表 6 は、インタビュー調査で把

握した 6 つの「ホッケーの町」の

「地域資源」の獲得状況の一覧で

ある。遠征費寄附以外の活動は、

いずれの自治体にも見受けられる。「地域の支援」の形成過程について、岩手町と小矢部市の遠征

費寄附を事例に詳しく見ていく。遠征費寄附は、岩手町と小矢部市に、その活動が見られる。岩

手町は、第 5 節で見たとおり、町が遠征費補助に多額の支援をしている。 

 

 

市町村名 広域大会 参加人口 指導ボランティア
単位 回／年 人／年 人

越前町 2 1300 20
米原市 2 1800 10
南アルプス市 2 900 6
岩手町 1 600 50
奥出雲町 1 400 30
小矢部市 2 - 10

タイプA平均 1.7 1000 21
赤磐市 1 400 0
川西町 2 900 4
いすみ市 0 0 3
新潟市 2 240 10
薩摩川内市 0 0 0
東海村 0 0 0
栗原市 2 300 20
京丹波町 1 280 2
棚倉町 0 0 0
三沢市 0 0 2
玖珠町 1 200 20
志賀町 0 0 5
岡山市 1 - 0

タイプB平均 0.8 193 5.1
駒ヶ根市 0 0 4
清水町 0 0 5
篠山市 1 600 6
羽後町 1 150 10
みなかみ町 0 0 5
小国町 0 0 5
八頭町 2 180 2
川棚町 0 0 0
今帰仁村 0 0 5
長泉町 0 0 0
有田市 0 0 2
タイプC平均 0.4 85 4
A-B 0.012 0.029 0.033
A-C 0.001 0.020 0.054
B-C 0.201 0.266 0.628

タ
イ
プ
B

タ
イ
プ
C

タ
イ
プ
Ａ
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表 6 「ホッケーの町」の「地域資源」の獲得状況 

指導ボラ
ンティア

大会ボラ
ンティア

大会協賛
数

大会協賛
金各年平
均（注1）

遠征費寄
付金額

（人） (人） (社） (円／年) (円／年）
越前町 20 180 70 1,000,000 0
米原市 10 40 - 400,000 0
南アルプス市 6 45 5 10,000 0
岩手町 50 60 100 200,000 1,600,000
奥出雲町 30 20 10 100,000 0
小矢部市 10 100 287 1,800,000 750,000

注1　越前町、米原市、奥出雲町は毎年ほぼ同額を集めている。南アルプス
市、岩手町は5年に一回程度回ってくる全国大会でスポンサーを募るため、把
握した金額の5分の1を記載した。小矢部市は、毎年100万円程度集め、大きな
大会では500万円程度集めるため、年平均で180万円とした。

 

 

6-1．地域資源の獲得の形成過程 岩手町と小矢部市の事例 

 岩手町は 1970 年に国体を開催した。国体開催後、自治体主導で本格的なホッケー振興を進め、

各世代のホッケーチームが生まれた。各チームは東北大会、全国大会を目指した。しかし、岩手

町が岩手県北部に立地することから、全国大会に出場するためには多額の遠征費が必要となり、

その負担が課題となった。岩手町では、大会の登録メンバーの旅費の全額を負担していたが、登

録メンバー外の旅費は補助外であった。岩手町から初めて全国大会に出場したホッケー少年団の

監督を務め、現在も岩手町役場に勤める職員 T 氏は“当時の金額で 5000 円以上の負担があれば、

子供を送り出せない家もあった”と振り返っている。そこで、T 氏が問題提起を行い、PTA 会長や

町内会会長など、地域関係者に遠征費の支援を依頼し、数度の話し合いをもった結果、地域住民

から寄付金を集めることになった。T 氏が率いたホッケー少年団は 1976 年の全国大会出場に際し

て、200 万円以上の寄付金を集めたという。岩手町には各小学校区にホッケー少年団の遠征費を

寄付金で補助する仕組みが存在し、中学校のホッケー部にも同じような遠征費寄附の仕組みがあ

る。集金する主体や細かい方法は各地区で異なるが、全体の 7 割から 9 割の家庭が現在でも寄附

を行っており、2008 年度全国大会に出場したホッケー少年団は、岩手町からの遠征費補助金が約

90 万円に対して約 120 万円を寄付金で集め、登録外メンバーの遠征費や調整日5の宿泊費に充て

た。 

 小矢部市は、1958 年旧石動町がホッケー会場となり、国体終了後から県立石動高校を中心に、

小学校、中学校でホッケー振興が進められた。2000 年に小学校のホッケー部が廃止され、小学生

のホッケーを行う組織は、ホッケー少年団となった。小矢部市では、スポーツ少年団は、自治体

からの遠征費補助を受けることができない6。そこで、遠征費負担の増加を懸念した小矢部市ホッ

ケー協会は、市内の商店街や企業に遠征費への寄付を依頼した。集められた寄付金は、全国大会

の市内予選の優勝チームに、遠征費補助として寄付している7。寄付金の総額は全国大会の会場ま

                                                   
5 調整日とは、長時間のバス移動の直後に試合に臨むとコンディションが悪くなることから、1日前に現地入りして、

体を調整する日のことである。岩手町では、調整日の宿泊費は補助されない。 
6 表 2で小矢部市が支出している遠征費は、社会人クラブチーム「小矢部 REDOX」の日本リーグ参加遠征費の補助

に充てられているものである。 
7 ホッケー少年団の全国大会は、参加希望チームが参加する。そのため市内予選は必要ない。しかし、寄付金の提供
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での遠征費用によって変化する。2007 年度は 75 万円の寄付金を集めた。 

 

7．「地域資源」の獲得状況の要因分析 

 

 「ホッケーの町」のホッケー振興にとって、「地域資源」の獲得が重要となることは前節で指摘

した。本節では「地域資源」の獲得状況に影響を与える変数として「競争力」と「市町村のホッ

ケー資源」の関係について検証していく。分析にあたり「地域資源」の獲得状況は指数化し分析

に用いる。指数化は、表 6 の指導ボランティア、大会ボランティア、大会協賛各年平均、遠征費

補助寄付金の値をそれぞれ標準化し、標準化した 4 つの指数の単純平均をとった値とする。 

7-1．「地域資源」の獲得状況と「競争力」の関係 

 「競争力」は、表 3 の優勝回数、準優勝回数をそれぞれ標準化し、その上で、「競争力」＝優勝

回数×2＋準優勝の計算式で求めた。「ホッケーの町」の「地域の支援」と「競争力」に強い関係

は見られない（相関係数＝0.23）。D 町のように「地域の支援」が活発で「競争力」が高い自治体

がある一方で、B 町のように「地域の支援」が相対的に活発でなくとも高い「競争力」を持つ自

治体もある。 

7-2．「地域資源」の獲得状況と「市町村のホッケー振興」 

 「市町村のホッケー振興」は、その代理変数として、表 4 の市町村のホッケー振興に対する金

銭的資源の①グラウンド管理維持費、②協会助成金、③遠征費補助費を加算した値を用いる。「ホ

ッケーの町」の「地域資源」と「市町村資源」は強い関係を示している（相関係数=0.88）。 

 「ホッケーの町」の「地域の支援」と市町村のホッケー振興は相互に影響を与えあっている。

第 6 節の岩手町や小矢部市の事例の通り、地域コミュニティの遠征費寄附は、地域コミュニティ

やホッケー協会関係者によって促進された。しかし、そこまでのホッケー振興の土台は、国体開

催とその後のホッケー振興によって形成され、これを主導したのは市町村であった。さらに、「地

域の支援」が活発になることで、小規模自治体ながらも多額のホッケー振興支援が、首長や議会

の意思決定プロセスの中で正当なものと認識されることも考えられる。 

 

8．地域資源戦略の波及効果の分析 

 

 本節では、「ホッケーの町」の地域資源戦略の度合いが、戦略の目的である“ソーシャルキャピ

タル”に与えている影響の検証を行う。 

その前にまず、ソーシャルキャピタルの指数化について説明する。表 7 は、ソーシャルキャピ

タルの調査を実施した 4 つの「ホッケーの町」のソーシャルキャピタルを表している。「つきあい・

交流指数」「信頼指数」「社会参加指数」はそれぞれ表 2 の 3 要素に対応している。ソーシャルキ

ャピタルの指数化に際しては、内閣府(2003)に倣い、表 2 の各個別指標を相互比較が可能なよう

に標準化した後に、3 要素それぞれについて個別指標の単純平均をとり、これをそれぞれの構成

要素の「指数」とした。さらに 3 構成要素それぞれの指数値の単純平均をとったものを求め、「統

合指数」とし、これをソーシャルキャピタルの代理変数とした。 

 

 

                                                                                                                                                                           
先を決めるために、小矢部市では全国大会に向けた予選が行われる。 
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表 7 4 つの「ホッケーの町」のソーシャルキャピタル 

つきあい・交流
指数

信頼指数
社会参加

指数
統合指数

分からない
回答割合

回答者
平均年齢

回答者数
と回収率

A町 0.18 0.16 0.24 0.19 2% 49 20(48%)
B町 -0.22 0.04 -0.05 -0.08 8% 36 26(48%)
C町 0.08 -0.08 -0.06 -0.02 8% 40 29(37%)
D町 -0.02 -0.07 -0.09 -0.06 13% 35 30(43%)  

  

 なお、ソーシャルキャピタルは年齢によってその値に差が生じる報告がある（HALL、1999）。

本調査でも、ソーシャルキャピタルの値と回答者の平均年齢に正の相関関係が見られる（相関係

数＝0.97）。そこで、回答者の平均年齢が高い A 町以外の B 町、C 町、D 町の回答者を、35 歳を

境に分け、ソーシャルキャピタル指数を求めた（表 8）。 

 

表 8 B 町、C 町、D 町の年齢間のソーシャルキャピタルの差 

統合指数
平均年齢

（歳）

B町35歳以下（n=16） -0.05 29
B町36歳以上（n=13） -0.11 45
C町35歳以下（n=11） -0.12 31
C町36際以上（n=15） 0.04 47
D町35歳以下（n=15） -0.16 24
D町36歳以上（n=15） 0.05 46  

  

C 町、D 町では 36 歳以上でソーシャルキャピタル指数が高い値を示した。B 町では 35 歳以下

が高い値を示した。表 7 の A 町の統合指数と表 8 の各指数の比較から、A 町のソーシャルキャピ

タル指数は、回答者の平均年齢によってのみ高いわけではないことが明らかとなった。 

 表 9 は、各指数間の相関係数を示しているが、全てプラスの値であり、各々が正の相関関係に

あることが確認できる。このことは、「つきあい・交流」、「信頼」、「社会参加」の３つの構成要素

の間に相互依存・相互波及の関係があることを示していると考えられる（内閣府 2003）。 

 

表 9 各指数間の相関係数 

つきあい・交流
指数

信頼指数
社会参加

指数
統合指数

つきあい・交流
指数

1.0000 0.2653 0.6590 0.8050

信頼指数 0.2653 1.0000 0.9000 0.7856

社会参加
指数

0.6590 0.9000 1.0000 0.9767

統合指数 0.8050 0.7856 0.9767 1.0000
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8－1．地域資源戦略が波及効果に与える影響 

 それでは、地域資源戦略とソーシャルキャピタルの関係について検証を行う。 

 地域資源戦略として、市町村の取り組みである「市町村のホッケー振興」と、その結果、獲

得された「地域資源」の獲得状況の２つを設定し、４つの「ホッケーの町」とのソーシャルキャ

ピタルとの関係を分析する。まず、図 1 の通りソーシャルキャピタルと「市町村のホッケー振興」

には、非常に強い相関関係（相関係数=0.99）が見られる。次に、図 2 の通りソーシャルキャピタ

ルと「地域資源」の獲得状況には、強い相関関係（相関係数=0.79）が見られる。本節での分析の

サンプルは限られているが、「ホッケーの町」の地域資源戦略の度合いは、目的であるソーシャル

キャピタルの度合いと相関している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9．まとめ  

 

 本論は、自治体の財政状況が悪化する中で、特に財政力が弱い、人口 5 万人以下の小規模自治

体に着目し、「ホッケーの町」における地域資源戦略の分析を行った。結果、「ホッケーの町」で

は減少する市町村のホッケー振興資源を、「地域資源」の獲得により補っていることが示唆された。

「ホッケーの町」では、市町村がホッケー振興を通じて資源を使うことで「地域資源」の獲得を

促進していた。そして、市町村のホッケー振興と、「地域資源」の獲得（＝地域住民によるホッケ

ー振興）が盛んな地域では、他の地縁活動／市民活動に対して波及効果を持つソーシャルキャピ

タルを高める可能性があることが示唆された。 

 本研究の限界は、地域資源戦略とソーシャルキャピタルの関係の検証のサンプル数が少ないこ

とにあろう。今後、地域資源戦略とソーシャルキャピタルの関係を検証できる事例を設定し、さ

らなる調査を実施することが期待される。 
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図 2 ソーシャルキャピタルと「地域資

源」の獲得状況の関係 

図 1 ソーシャルキャピタルと「市町村

のホッケー振興」の関係 
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